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最近の国の動き
12⽉25⽇ 第５次男⼥共同参画基本計画の策定

（第８分野 防災・復興、環境問題における男⼥共同参画の推進）

5⽉17⽇ 「災害対応⼒を強化する⼥性の視点」実践的学習プログラム公表

5⽉25⽇ 中央防災会議

6⽉11⽇ 丸川男⼥共同参画担当⼤⾂と⼩此⽊防災担当⼤⾂の初の連名による
メッセージ 『⼥性の視点からの防災・減災の推進について』の公表

7⽉ 災害時における男⼥共同参画センター等の相互⽀援ネットワーク
（相互⽀援ネット）運⽤開始

7〜８⽉ 今出⽔期における特定災害対策本部に男⼥局⻑が本部員として出席

11⽉ 「ぼうさいこくたい」にて男⼥局が「集まれ︕防災⼥性職員とその応援団」を主催

令和３年

令和２年

• 委員（閣僚を除く）に占める⼥性の割合を11％から33％に拡⼤
• 防災基本計画の修正にて、①地⽅防災会議への⼥性の参画拡⼤、②災害時の性暴⼒・

ＤＶ防⽌に係る取組を追加
• 中央防災会議幹事会に男⼥共同参画局⻑、主事会に男⼥共同参画局総務課⻑を追加

（「防災⼥⼦の会」からの提⾔ ⼩此⽊防災担当⼤⾂（当時）に⼿交）
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• 災害対応にあたって地⽅公共団体の
役割は⼤変重要

• 地⽅公共団体において「⼥性の視点
からの防災･復興」の促進には、
平常時からの男⼥共同参画の視点に
⽴った取組が不可⽋︕︕

2



地⽅公共団体における男⼥共同参画の視点からの取組状況
フォローアップ調査

（令和４年１〜３⽉）

ウ ③「災害対応⼒を強化する⼥性の視点
〜男⼥共同参画の視点からの防災・復興
ガイドライン〜」に基づく地⽅公共団体
の取組状況をフォローアップし、「⾒え
る化」する

「第５次男⼥共同参画基本計画」
２ 地⽅公共団体の取組促進

（２）具体的な取組

提出期限︓令和４年１⽉31⽇

提出先︓内閣府男⼥共同参画局総務課
（藤⽥、須藤）

renkei.chiiki@cao.go.jp
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都道府県・市町村の防災・危機管理担当部局、男⼥共同参画担当部局が、⼥性の視点からの災害対
応を進める際に参照できるよう、基本的な考え⽅、平常時の備え、初動段階、避難⽣活、復旧・復
興の各段階において取り組むべき事項を⽰すもの。

災害対応⼒を強化する⼥性の視点
〜男⼥共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン〜 （令和２年５⽉）
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段階ごとに取り組むべき事項【平常時の備え】
2 地⽅防災会議

□地⽅防災会議の⼥性委員の割合を
３割以上とすることを⽬指す。

□⼥性委員がゼロの場合は、早期に
⼥性委員を登⽤する。

□⼤学教員、医療・福祉関係の専⾨
家（保健師、助産師、看護師、保
育⼠、介護⼠等）、⺠⽣委員等の
⼥性を委員に登⽤する。

３ 地域防災計画の作成・修正

□地域防災計画に男⼥共同参画部局
や男⼥共同参画センターの役割を
位置づける。

宮城県仙台市の地域防災計画の記載例

【地震・津波災害対策編】 第 1 章 ⾃助・共助／第 9 節
広聴相談を利⽤する

【共通編】 第 1 部 総則 第 1 章 計画の考え⽅ 第 3 節
基本理念及び基本⽅針

仙台市 地域防災計画 「基本⽅針」

仙台市 地域防災計画「男⼥共同参画センターの役割」
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１５ 「災害対策本部」 の取組ポイント

□ 災害対策本部の構成員に、⼥性
職員を配置する。

□ 男⼥共同参画担当部局を所管す
る構成員は、ガイドラインに盛
り込まれている事項への対応に
ついて、本部に情報提供・問題
提起する。

□ 災害対策本部の下部組織には、
必ず、男⼥共同参画担当部局や
男⼥共同参画センターの職員を
配置する。

段階ごとに取り組むべき事項【初動段階】

94%

6%
県

男性

⼥性
96%

4%
市町村

内閣府男⼥共同参画局調べ（平成29年５⽉）

【参考】熊本地震の災害対策本部における男⼥⽐
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段階ごとに取り組むべき事項【避難⽣活】

２０ 「避難所の環境整備」 の取組ポイント

□ プライバシーの⼗分に確保された間
仕切りにより、世帯ごとのエリアを
設ける。

□ トイレ・物⼲し場・更⾐室・休養ス
ペース・⼊浴設備は、男⼥別に設け
る。 授乳室を設ける。

□ ⼥性⽤品の配布場所を設ける。

間仕切り＆段ボールベッドの例

更⾐室・授乳室
（ドーム型）

⼥性専⽤物⼲し場

19 「避難所の開設・運営」 の取組ポイント

□ 管理責任者に、⼥性と男性の両⽅
を配置する。

□ 「避難所チェックシート」を活⽤
し、巡回指導を⾏う。
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セッション2のスライドより抜粋

「災害対応⼒を強化する⼥性の視点」実践的学習プログラム
（令和3年5⽉）

ガイドラインの内容に基づき、⾃治体職員の皆様が、
災害の各段階において⼥性の視点から取り組むべき
ポイントや事例を学び、実践していただくことを⽬
的としています。

印刷・投影⽤スライド教材のほか、動画教材もあ
り、研修や勉強会、防災・男⼥共同参画関連のイベ
ント等、様々な機会に活⽤できます︕

プログラム構成 タイトル

セッション１
（約30分）

座学
（動画あり）

防災になぜ男⼥共同参画の
視点が必要か

セッション２
（約50分）

座学
（動画あり）

災害対応⼒を強化する⼥性
の視点

セッション３
（約75分）

ワーク
ショップ

男⼥共同参画の視点から防
災の取組を実践する

＋⾃治体・男⼥共同参画センター・市⺠団体の取組事例集あり

ダウンロードはこちら↓
https://www.gender.go.jp/policy/saigai/index.html 8



男⼥共同参画センター間相互⽀援ネットワーク
（相互⽀援ネット）

『相互⽀援ネットワーク』とは、全国の男⼥共同参画センターと⾃治体の男⼥共同
参画担当課の共助の仕組みを強化し、平常時には災害対応に関する情報交換を⾏
い、⼤規模災害発⽣時には、被災状況や⼥性のニーズについて、被災地の男⼥セン
ターからの情報を本部事務局が集約・発信し、被災地の救援ニーズに応じて、被災
地外の男⼥センターが物資・⼈・情報等を調達・提供する体制のこと。

相互⽀援ネットについて詳しくはこちら︓ https://saigai-network.j-kaikan.jp/
全国⼥性会館協議会作成の説明会資料より引⽤
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今後の男女共同参画局による取組について

• ガイドラインに基づく地⽅公共団体の取組状況フォロー
アップ調査の結果公表（３⽉予定）

• 地域の防災活動における⼥性リーダーに関する取組事例・
ノウハウ集公表（５⽉予定）

• 災害対応に関わる⼥性職員（地⽅公共団体の防災・危機管
理、男⼥共同参画、福祉担当等）のつながり強化
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